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（単位 ： 千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比

一 般 会 計 15,649,000 69.3 16,324,000 70.7 △ 675,000 △ 4.1

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,209,000 14.2 3,208,000 13.9 1,000 0.0

介 護 保 険 特 別 会 計 3,151,000 14.0 3,080,000 13.3 71,000 2.3

後期高齢者医療特別会計 559,200 2.5 483,800 2.1 75,400 15.6

特  別  会  計  合  計 6,919,200 30.7 6,771,800 29.3 147,400 2.2

総　　　           　　額 22,568,200 100.0 23,095,800 100.0 △ 527,600 △ 2.3

令和８年度　会計別予算総括表

会　　計　　名　　称

令和８年度 令和７年度

比較増減額 増減率
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予算額 構成比(%) 予算額 構成比(%) 金額 率(%)

市 税 4,371,151 27.9 4,249,012 26.0 122,139 2.9

分 担 金 及 び 負 担 金 31,997 0.2 31,589 0.2 408 1.3

使 用 料 及 び 手 数 料 205,518 1.3 214,131 1.3 △ 8,613 △ 4.0

財 産 収 入 108,246 0.7 107,991 0.7 255 0.2

寄 附 金 561,020 3.6 515,010 3.1 46,010 8.9

繰 入 金 709,818 4.5 1,196,237 7.3 △ 486,419 △ 40.7

歳 繰 越 金 100,080 0.6 100,080 0.6 0 0.0

諸 収 入 516,521 3.3 525,948 3.2 △ 9,427 △ 1.8

小　　　　　計 6,604,351 42.1 6,939,998 42.4 △ 335,647 △ 4.8

地 方 譲 与 税 171,544 1.1 178,235 1.1 △ 6,691 △ 3.8

利 子 割 交 付 金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

配 当 割 交 付 金 18,000 0.1 15,000 0.1 3,000 20.0

株式等譲渡所得割交付金 19,000 0.1 14,000 0.1 5,000 35.7

法 人 事 業 税 交 付 金 60,000 0.4 50,000 0.3 10,000 20.0

地 方 消 費 税 交 付 金 780,000 5.0 780,000 4.8 0 0.0

入 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 8,000 0.1 9,000 0.1 △ 1,000 △ 11.1

環 境 性 能 割 交 付 金 1 0.0 7,000 0.0 △ 6,999 △ 100.0

地 方 特 例 交 付 金 53,189 0.3 34,000 0.2 19,189 56.4

地 方 交 付 税 4,660,000 29.8 4,600,000 28.2 60,000 1.3

交通安全対策特別交付金 2,000 0.0 4,000 0.0 △ 2,000 △ 50.0

国 庫 支 出 金 1,941,937 12.4 1,935,713 11.9 6,224 0.3

県 支 出 金 1,056,578 6.8 1,121,054 6.9 △ 64,476 △ 5.8

市 債 273,400 1.8 635,000 3.9 △ 361,600 △ 56.9

小　　　　　計 9,044,649 57.9 9,384,002 57.6 △ 339,353 △ 3.6

15,649,000 100.0 16,324,000 100.0 △ 675,000 △ 4.1

150,402 1.0 149,512 0.9 890 0.6

2,722,684 17.4 3,025,797 18.6 △ 303,113 △ 10.0

5,326,650 34.1 5,310,506 32.5 16,144 0.3

歳 1,205,209 7.7 1,276,227 7.8 △ 71,018 △ 5.6

565,980 3.6 672,466 4.1 △ 106,486 △ 15.8

670,334 4.3 709,619 4.4 △ 39,285 △ 5.5

1,409,464 9.0 1,596,768 9.8 △ 187,304 △ 11.7

出 567,560 3.6 606,241 3.7 △ 38,681 △ 6.4

1,114,622 7.1 1,095,019 6.7 19,603 1.8

1,883,195 12.0 1,845,545 11.3 37,650 2.0

900 0.0 1,300 0.0 △ 400 △ 30.8

32,000 0.2 35,000 0.2 △ 3,000 △ 8.6

15,649,000 100.0 16,324,000 100.0 △ 675,000 △ 4.1

公 債 費

災 害 復 旧 費

予 備 費

歳 出 合 計

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

自
　
主
　
財
　
源

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源

歳 入 合 計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

令和８年度　一般会計　歳入歳出予算総括表

（単位：千円）

区         　 分
令和８年度 令和７年度 増　　減
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歳入・歳出予算構成比

地方交付税

29.8%

市税

27.9%国庫支出金

12.4%県支出金

6.8%

地方消費税交付金

5.0%

繰入金

4.5%

寄附金

3.6%

諸収入

3.3%

市債

1.8%

使用料及び手数料

1.3%
地方譲与税

1.1%

財産収入

0.7%
その他

1.8%

≪ 歳入予算構成比 ≫

民生費

34.1%

総務費

17.4%

公債費

12.0%

土木費

9.0%

衛生費

7.7%

教育費

7.1%

商工費

4.3%

消防費

3.6%
農林水産業費

3.6%

議会費

1.0%

予備費

0.2% 災害復旧費

0.0%

≪ 歳出予算構成比 ≫
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１　歳入 （単位：千円）

款名 主　な　内　容 所管課

地方譲与税 地方揮発油譲与税35,310、自動車重量譲与税126,000、森林環境譲与税10,234 総務課

地方特例交付金
地方特例交付金50,189、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金
3,000

総務課

老人ホーム入所負担金10,392 福祉課

揚水電気料等負担金1,426 農林課

私立保育料（現年度分）9,075、広域保育料（私立）2,771 保育課

屋内プール広告看板掲出料3,432
文化・スポーツ

振興課

ごみ処理手数料（指定袋）54,000 生活環境課

市営住宅使用料（現年度分）51,324、道路占用料19,100 建設課

公立保育料（現年度分）39,684 保育課

地域未来交付金（地域未来推進型）6,000、重点支援地方交付金87,451 企画振興課

個人番号カード交付事務費補助金23,108、デジタル基盤改革支援補助金3,630、国
民健康保険基盤安定負担金29,510、国民年金事務委託金6,500

市民税務課

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）49,400 生活環境課

障害児入所給付費等負担金及び障害児入所医療費等負担金80,063、子ども・子育て
支援交付金71,240

子ども家庭
支援課

児童扶養手当負担金36,759、児童手当負担金499,021、障害者自立支援給付費負担
金346,110、生活保護費等負担金210,499、生活保護適正実施推進事業補助金
6,468、ケースワーカー業務負担軽減補助金2,352

福祉課

妊婦のための支援給付交付金17,000 健康推進課

社会資本整備総合交付金（道路44,700、公園施設長寿命化対策支援事業22,000、地
域住宅等整備事業17,550）、道路メンテナンス補助金（橋梁）46,750、住宅市街地
総合整備事業補助金（空き家対策総合支援事業）7,200

建設課

給食費負担軽減交付金39,182 教育課

子どものための教育・保育給付費交付金170,682、乳児等のための支援給付交付金
3,532

保育課

長野県知事選挙費委託金22,293、長野県議会議員選挙費委託金5,549 総務課

統計調査委託金1,609、UIJターン就業・創業移住支援事業補助金7,350 企画振興課

個人県民税徴収取扱費48,000、国民健康保険基盤安定負担金85,730、後期高齢者医
療制度保険基盤安定負担金79,011

市民税務課

障害児通所給付費等負担金及び障害児通所医療費等負担金40,031、子ども･子育て
支援交付金52,910

子ども家庭
支援課

児童手当負担金61,589、障害者自立支援給付費負担金173,055、福祉医療費補助金
75,068、エアコン設置促進事業補助金5,880

福祉課

中山間地域等直接支払交付金76,706、新規就農者育成総合対策事業補助金15,000、
多面的機能支払交付金69,258、長野県森林づくり県民税事業補助金7,650

農林課

地域スポーツクラブ活動体制整備事業委託金13,208、給食費負担軽減交付金39,182 教育課

子どものための教育･保育給付費交付金69,800、保育料軽減事業補助金11,880 保育課

市有物品貸付料11,910 企画振興課

インター東部流通団地土地貸付収入金59,538 商工観光課

令和８年度　歳入・歳出予算の概要

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入
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（単位：千円）

款名 主　な　内　容 所管課

一般寄附金10 総務課

ふるさと寄附金550,000 企画振興課

一般寄附金5,000、企業版ふるさと寄附金5,000
文化・スポーツ

振興課

ふるさと寄附金1,000 生活環境課

繰入金
職員退職手当基金繰入金203,251、財政調整基金繰入金422,235、減債基金繰入金
56,265、人材育成事業基金繰入金3,498、地域福祉基金繰入金17,069、湯の丸高原
施設基金繰入金7,400

総務課

信州東御市振興公社貸付金回収金16,999、宝くじ交付金8,000 総務課

消防団員退職報償金17,170 消防課

ネーミングライツ料35,000
文化・スポーツ

振興課

後期高齢者健康診査事業費補助金8,776 健康推進課

市債

公共事業等債（県営土地改良事業21,400、道路メンテナンス事業20,200、社会資本
整備総合事業35,300、公園施設長寿命化対策支援事業19,800）、学校教育施設等整
備事業債（東部地区小学校給食センター建設事業12,700、滋野小学校普通教室棟防
水改修事業13,100）、緊急自然災害防止対策事業債（道路防災事業109,500）

総務課

寄附金

諸収入
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２　歳出 （単位：千円）

款名 主　な　内　容 所管課

議会費
議員報酬63,810、議員期末手当26,054、議員共済組合負担金15,399、議場運営シ
ステムリース料4,310

議会事務局

財務会計システムリース料6,303、長野県知事選挙費22,293、長野県議会議員選挙
費5,549

総務課

上田地域広域連合負担金（運営経費等）32,397、ふるさと納税推進事業費
274,999、情報システム標準化・共通化保守委託料10,218、情報システム標準化・
共通化機器リース料12,144、グループウェア機器リース料5,988、庁内LANシステ
ム・端末機器更新事業費35,804

企画振興課

教育普及事業委託料4,750、文化会館指定管理委託料74,800、湯の丸高原スポーツ
交流施設指定管理委託料7,400、屋内運動施設（特設プール）指定管理委託料
45,000、体育施設等指定管理委託料69,500

文化・スポーツ
振興課

北御牧庁舎地下タンク改修工事費2,900
地域づくり
支援課

国民スポーツ大会推進事業費2,000
国民スポーツ
大会推進室

住基ネットシステム機器保守委託料2,654、戸籍システムクラウドサービス使用料
8,356、課税処理業務委託料14,804、固定資産税等帳票作成処理委託料5,487、収
納処理業務委託料7,619

市民税務課

地球温暖化対策補助事業費7,450、重点対策加速化事業補助金49,400 生活環境課

国民健康保険特別会計繰出金174,923、長野県後期高齢者医療広域連合負担金
357,139、後期高齢者医療特別会計繰出金109,878

市民税務課

部落解放同盟協議会補助金2,450 人権同和政策課

障害児通所給付費160,126、児童家庭相談システム改修委託料726、一時預かり事
業費7,127、子育て世帯訪問支援事業費6,000、子ども第三の居場所運営委託料
15,100、子ども・子育て応援事業費7,509

子ども家庭
支援課

東御市社会福祉協議会補助金35,800、コミュニティソーシャルワーカー育成事業
委託料400、福祉医療費（県費）150,140、福祉医療費（市単）16,800、児童扶養
手当費110,280、児童手当費622,200、持続可能な権利擁護支援モデル事業委託料
6,300、エアコン設置促進事業補助金11,790、障害者自立支援介護給付費
697,851、生活保護費280,676、養護老人ホーム入所措置費51,696、介護保険特別
会計繰出金470,749

福祉課

保育所運営事業費523,331、私立保育園運営委託事業費353,147 保育課

上田地域広域連合負担金（斎場）12,087 市民税務課

地域猫活動等事業費1,102、川西保健衛生施設組合負担金（し尿処理施設88,694、
共同汚泥処理施設44,102）、東部クリーンセンター閉炉関連事業整備基本計画策
定業務委託料6,600、ごみ分別収集費129,137、生ごみリサイクル事業費74,179、
川西清掃センター負担金6,407、上田地域広域連合負担金（クリーンセンター）
223,850

生活環境課

上田地域広域連合負担金（病院群輪番制事業8,114、地域医療対策事業6,165）医
学生奨学金貸付金2,400、医療福祉施設等価格高騰対策支援給付金6,760、予防接
種事業費101,363、妊娠出産包括支援事業費25,008、病院事業会計繰出金150,000

健康推進課

農林水産業費

中山間地域等直接支払交付金事業費102,301、多面的機能支払交付金事業費
92,606、新規就農者育成総合対策事業補助金15,000、地域産物販売促進施設指定
管理委託料5,000、畜産飼料価格高騰対策事業補助金28,000、県営土地改良事業費
27,081、農業用施設修繕工事費4,870、森林環境譲与税事業費10,234

農林課

総務費

民生費

衛生費
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（単位：千円）

款名 主　な　内　容 所管課

宿泊交流拠点施設整備事業費5,122 企画振興課

制度資金融資利子補給金13,000、融資斡旋保証料15,000、しなの鉄道生活交通改
善事業負担金5,480、地域公共交通確保維持改善事業費78,984、信州デスティネー
ションキャンペーン市町村負担金379、湯の丸高原観光対策事業費21,401、海野宿
観光対策事業費16,506、温泉施設等指定管理委託料80,000

商工観光課

道路維持管理事業費32,561、道路施設等修繕事業費111,700、社会資本整備総合交
付金事業費（道路舗装等修繕事業費30,000、県東深井線歩道設置事業費40,100、
本海野田沢線交差点改良事業費14,000）、道路メンテナンス補助金事業費
86,000、排水路整備事業費12,000、都市公園樹木管理作業委託料5,330、公園施設
長寿命化計画事業費44,990、公営住宅ストック総合改善事業費35,100、特定空家
等解体工事費1,800

建設課

下水道事業会計繰出金831,724 上下水道課

雨量計データ収集回線変更業務委託料605、災害救援マップシステム使用料172 総務課

上田地域広域連合負担金（常備消防）448,758、消防団運営費80,698、消防施設整
備費11,120

消防課

県指定文化財修繕補助金2,887、伝統的建造物群保存事業費22,200、伝統的建造物
群保存地区保存活用計画策定事業費234、図書館費80,241

文化・スポーツ
振興課

中央公民館費25,640
地域づくり
支援課

不登校対策・特別支援教育事業費70,964、学力・体力向上対策事業費51,855、
GIGAスクール構想推進事業費15,743、フリースクール利用児童（生徒）支援補助
金240、通学援助費（小・中学校）8,410、部活動地域移行事業費15,026、小学校
施設整備事業費28,336、東部地区小学校給食センター建設事業費18,000、給食費
負担軽減補助金（給食費改定激変緩和措置（中学校）3,800、食材費高騰分補填
（小・中学校）12,110、給食費負担軽減交付金（小学校）78,364）

教育課

農林水産施設災害復旧費700 農林課

公共土木施設災害復旧費200 建設課

教育費

災害復旧費

※重点事業については、別冊「令和８年度　重点事業（予算）補足説明資料」に掲載しています。

土木費

消防費

商工費

7



（単位：千円）

款名 予算額 所管課

農林水産業費 4,870 農林課

14,000

1,800

（単位：千円）

款名 予算額 所管課

35,800

6,300

77,814

3,867 健康推進課

6,600 生活環境課

商工費 379 商工観光課

土木費 5,330 建設課

15,743

120

120

令和８年度　主な拡充事業等一覧

※重点支援地方交付金充当事業についてはP11に掲載しています。

（ハード事業）

項　　　　　目

農業用施設修繕工事費

持続可能な権利擁護支援モデル事業費

信州デスティネーションキャンペーン市町村負担金

要・準要保護児童費
　フリースクール利用児童支援補助金

要・準要保護生徒費
　フリースクール利用生徒支援補助金

GIGAスクール構想推進事業費

都市公園樹木管理作業委託料

個別予防接種委託料
（うちＲＳウイルスワクチンの予防接種委託料）

民生費

衛生費

教育費

建設課

福祉課

教育課

東部クリーンセンター閉炉関連事業整備基本計画策定業務委託料

社会福祉協議会補助費

福祉医療費（県費）
　障害者福祉医療費

（ソフト事業）

項　　　　　目

本海野田沢線交差点改良事業費

特定空家等解体工事費

土木費
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（単位：千円）

款名 項　　　目
廃止

・縮小
R8

予算額
R7

予算額
差引額 所管課

電気自動車購入補助金 廃止 0 1,280 △ 1,280 生活環境課

アートイベント再構築事業費 縮小 5,706 7,707 △ 2,001
文化・スポーツ

振興課

窓口オンライン推進事業費 廃止 0 2,548 △ 2,548 市民税務課

重度障がい児者希望の旅補助
金

廃止 0 100 △ 100

重度心身障害者介護慰労金 縮小 550 1,400 △ 850

金婚祝賀事業費 廃止 0 198 △ 198

敬老祝賀費 縮小 2,801 7,128 △ 4,327

寝たきり高齢者希望の旅事業
費

廃止 0 80 △ 80

高齢者日常生活用具給付事業
費

縮小 72 847 △ 775

要介護者家庭介護者慰労費 縮小 2,068 10,068 △ 8,000

訪問理美容サービス事業費 廃止 0 60 △ 60

いきいきサロン補助事業費 廃止 0 146 △ 146

寝具洗濯乾燥サービス事業費 廃止 0 626 △ 626

福祉医療費（市単）
　障害者福祉医療費

縮小 5,733 16,536 △ 10,803

高齢者福祉拠点事業費 縮小 2,968 9,725 △ 6,757

重度心身障害児年金 廃止 0 2,700 △ 2,700
子ども家庭

支援課

衛生費

健康づくり事業委託料
（うち健康マイレージ事業
「けんこうとうみ２１＋１０
ミニッツ」業務委託料）

廃止 0 330 △ 330 健康推進課

ワイン振興推進業務委託料 縮小 2,280 8,880 △ 6,600

林道維持管理委託料 廃止 0 493 △ 493

内　　　容

ワイン＆ビアミュージア
ム機能強化事業の完了の
ため

職員実行とするため

他福祉事業の充実・強化
のため

社会福祉協議会自主事業
へ移行のため

他福祉事業の充実・強化
のため

県補助事業の拡大のため

社会福祉協議会自主事業
へ移行のため

縮小し、他事業で実施の
ため

社会福祉協議会自主事業
へ移行のため

令和８年度　縮小事業等一覧

民生費

農林水産業費

縮小して他事業へ移行す
るため

事業終了のため

事業縮小のため総務費

社会福祉協議会自主事業
へ移行のため

社会福祉協議会自主事業
へ移行のため

事業終了のため

窓口支援システム導入の
ため

事業終了のため

事業縮小のため

農林課

社会福祉協議会自主事業
へ移行のため

福祉課
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（単位：千円）

款名 項　　　目
廃止

・縮小
R8

予算額
R7

予算額
差引額 所管課

広告宣伝業務委託料 縮小 1,800 3,500 △ 1,700

観光地魅力創造事業委託料 縮小 650 1,500 △ 850

信州とうみ観光協会補助金 縮小 7,160 9,800 △ 2,640

しなの鉄道田中駅業務委託料 縮小 1,200 5,538 △ 4,338

温泉施設等指定管理委託料 縮小 80,000 85,000 △ 5,000

市道等緊急修繕業務委託料 縮小 8,000 13,530 △ 5,530

道路舗装等修繕工事費 縮小 50,000 120,000 △ 70,000

都市計画マスタープラン等策
定業務委託料

廃止 0 20,000 △ 20,000

特定空家等及び不良住宅除却
補助金

縮小 1,500 3,750 △ 2,250

学校巡回劇場補助金 廃止 0 100 △ 100

特色ある学校づくり事業補助
金

廃止 0 700 △ 700

小中学校体力向上支援事業業
務委託料
（うち中学校ゆるっとスポー
ツクラブ事業委託料）

廃止 0 206 △ 206

教育資金利子補給金 縮小 250 600 △ 350

事業終了のため

事業終了のため

商工費

土木費

内　　　容

教育費

商工観光課

建設課

教育課

縮小して他事業へ移行す
るため

人員体制の見直しのため

入館料の改定に伴う見直
しのため

Suica導入後の人員体制
を見直したため

事業縮小のため

事業終了のため

事業減少のため

事業減少のため

計画策定完了のため

事業減少のため

縮小して他事業へ移行す
るため
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（
単
位
：
千
円
）

款
項

目

１
生
活
環
境
課

省
エ
ネ
家
電
製
品
普
及
促
進
事
業
補
助
金

　
電
気
冷
蔵
庫
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
、
省
エ
ネ
エ
ア
コ
ン
、
エ
コ
キ
ュ
ー
ト
へ
の
買
換
補
助

2
1

10
5

2
地
球
温
暖
化
対
策
補
助
事
業
費

5,
00
0

5,
00
0

0

２
福
祉
課

エ
ア
コ
ン
設
置
促
進
事
業

　
生
活
保
護
世
帯
及
び
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
お
け
る
エ
ア
コ
ン
設
置
費
用
へ
の
助
成

3
1

1
19

エ
ア
コ
ン
設
置
促
進
事
業
費

11
,7
90

5,
91
0

5,
88
0

３
子
ど
も
家
庭
支
援
課

子
ど
も
・
子
育
て
応
援
事
業

　
こ
ど
も
が
生
ま
れ
た
家
庭
に
対
し
、
こ
ど
も
一
人
に
つ
き
５
万
円
分
の
商
品
券
を
支
給

3
2

4
8

子
ど
も
・
子
育
て
応
援
事
業
費

7,
50
9

7,
50
9

0

４
健
康
推
進
課

医
療
福
祉
施
設
等
価
格
高
騰
対
策
支
援
給
付
金

　
医
療
機
関
及
び
福
祉
施
設
等
の
食
料
品
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
価
格
高
騰
分
へ
の
助
成

4
1

1
6

医
療
福
祉
施
設
等
価
格
高
騰
対
策
支
援
費

6,
76
0

6,
76
0

0

５
農
林
課

畜
産
飼
料
価
格
高
騰
対
策
事
業
補
助
金

　
畜
産
農
家
の
飼
料
購
入
費
に
対
す
る
補
助

5
1

4
1

畜
産
振
興
事
務
諸
経
費

28
,0
00

28
,0
00

0

６
商
工
観
光
課

制
度
資
金
融
資
利
子
補
給
金
（
物
価
高
対
策
）

　
市
内
の
中
小
企
業
者
が
融
資
を
受
け
る
場
合
の
貸
付
に
対
す
る
利
子
補
給

6
1

2
2

中
小
企
業
振
興
事
業
費

5,
50
0

5,
50
0

0

７
商
工
観
光
課

融
資
斡
旋
保
証
料
補
給
金
（
物
価
高
対
策
）

　
東
御
市
中
小
企
業
融
資
保
証
料
補
給
金
交
付
要
綱
に
基
づ
く
制
度
融
資
に
か
か
る

　
信
用
保
証
料
の
補
給
金

6
1

2
3

2
融
資
斡
旋
保
証
料
補
給
事
業
費

8,
00
0

8,
00
0

0

８
商
工
観
光
課

し
な
の
鉄
道
生
活
交
通
改
善
事
業
負
担
金

　
資
材
費
や
労
務
費
等
の
物
価
高
騰
が
影
響
す
る
５
か
年
緊
急
安
全
対
策
修
繕
工
事
の

　
負
担
金

6
1

6
2

2
鉄
道
軌
道
安
全
輸
送
設
備
等
整
備
事
業
費

4,
86
2

4,
86
2

0

９
教
育
課

給
食
費
負
担
軽
減
補
助
金
（
激
変
緩
和
措
置
）

　
給
食
費
改
定
に
伴
う
保
護
者
の
負
担
軽
減
（
中
学
校
分
）

9
5

2
4

給
食
費
負
担
軽
減
事
業
費

3,
80
0

3,
80
0

0

10
教
育
課

給
食
費
負
担
軽
減
補
助
金
（
食
材
費
高
騰
分
補
填
）

　
物
価
高
騰
に
よ
り
発
生
す
る
上
乗
せ
分
へ
の
価
格
補
填

9
5

2
4

給
食
費
負
担
軽
減
事
業
費

12
,1
10

12
,1
10

0

合
計

93
,3
31

87
,4
51

5,
88
0

重
点
支
援
地
方
交
付
金
充
当
事
業
一
覧

予
算
充
当
額

（
Ｂ
）

一
般
財
源
等

（
Ａ
-Ｂ

）
事
業

№
担
当
課

内
容

予
算
科
目

見
込
額

（
Ａ
）
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予算額 構成比 予算額 構成比 金額 率

1 人 件 費 3,729,192 23.8 3,715,161 22.8 14,031 0.4

2 物 件 費 2,390,454 15.3 2,657,374 16.3 △ 266,920 △ 10.0

3 維 持 補 修 費 66,884 0.4 86,620 0.5 △ 19,736 △ 22.8

4 扶 助 費 2,565,437 16.4 2,423,067 14.8 142,370 5.9

5 補 助 費 等 2,905,324 18.6 3,102,450 19.0 △ 197,126 △ 6.4

6 普 通 建 設 事 業 費 507,643 3.3 870,910 5.3 △ 363,267 △ 41.7

7 災 害 復 旧 事 業 費 900 0.0 1,300 0.0 △ 400 △ 30.8

8 公 債 費 1,883,195 12.0 1,845,545 11.3 37,650 2.0

9 積 立 金 221,605 1.4 209,693 1.3 11,912 5.7

10 投 資 及 び 出 資 金 313,916 2.0 369,228 2.3 △ 55,312 △ 15.0

11 貸 付 金 276,900 1.8 280,598 1.7 △ 3,698 △ 1.3

12 繰 出 金 755,550 4.8 727,054 4.5 28,496 3.9

13 予 備 費 32,000 0.2 35,000 0.2 △ 3,000 △ 8.6

15,649,000 100.0 16,324,000 100.0 △ 675,000 △ 4.1合　計

令和８年度歳出予算性質別前年度対比表（一般会計）

（単位：千円、％）

性質別
令和８年度 令和７年度 増　減

人件費

23.8%

補助費等

18.6%
扶助費

16.4%

物件費

15.3%

公債費

12.0%
繰出金

4.8%

普通建設事業費

3.3%

投資及び出資金

2.0%

貸付金

1.8%
積立金

1.4%
維持補修費

0.4%
予備費

0.2%

災害復旧事業費

0.0%

歳出予算性質別構成比
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予算額 構成比
対前年度
増減率 予算額 構成比

対前年度
増減率 予算額 構成比

対前年度
増減率

15,649,000 100.0 △ 4.1 16,324,000 100.0 6.4 15,340,000 100.0 2.3

2,998,515 19.2 △ 1.9 3,056,767 18.8 18.3 2,584,668 16.9 3.0

273,400 1.8 △ 56.9 635,000 3.9 39.7 454,700 2.9 △ 11.8

1,398,978 8.9 0.6 1,391,099 8.5 △ 28.1 1,934,823 12.6 9.1

10,978,107 70.1 △ 2.3 11,241,134 68.8 8.4 10,365,809 67.6 1.7

市 税 4,371,151 27.9 2.9 4,249,012 26.0 3.7 4,098,751 26.7 1.0

地方特例交付金 53,189 0.3 56.4 34,000 0.2 △ 10.5 38,000 0.2 5.6

普 通 交 付 税 4,160,000 26.6 1.5 4,100,000 25.1 4.7 3,915,000 25.5 1.7

財 政 調 整 基 金
繰 入 金 422,235 2.7 △ 53.8 914,467 5.6 132.6 393,212 2.6 △ 5.3

臨時財政対策債 0 0.0 - 0 0.0 △ 100.0 28,900 0.2 △ 67.9

※1　財源区分「市債」は、臨時財政対策債を除く事業実施に伴い借り入れる地方債の合計です。

当初予算額の過去３年間の推移（一般会計）

（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 令和６年度

※2　「その他」は、各事務事業へ充当される分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収
入の合計です。

当 初 予 算 額

財
　
　
　
　
源

国 ･ 県 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

主
な
内
訳

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
億円

一般財源

その他

市債

国･県支出金

令和８年度 令和７年度 令和６年度
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１款　市税 (単位：千円、％)
令和８年度
当初予算額

令和７年度
当初予算額 比較増減

① ② ①－②

1,503,000 1,459,500 43,500 3.0

9,400 9,400 0 0.0

1,512,400 1,468,900 43,500 3.0

287,000 248,000 39,000 15.7

110 110 0 0.0

287,110 248,110 39,000 15.7

1,799,510 1,717,010 82,500 4.8

1,988,000 1,941,000 47,000 2.4

9,000 10,000 △ 1,000 △ 10.0

1,997,000 1,951,000 46,000 2.4

18,541 18,362 179 1.0

2,015,541 1,969,362 46,179 2.3

1,700 10,200 △ 8,500 △ 83.3

134,000 133,000 1,000 0.8

900 900 0 0.0

134,900 133,900 1,000 0.7

136,600 144,100 △ 7,500 △ 5.2

4 192,000 192,000 0 0.0

5 3,000 2,940 60 2.0

223,000 222,000 1,000 0.5

1,500 1,600 △ 100 △ 6.3

224,500 223,600 900 0.4

4,350,241 4,227,002 123,239 2.9

20,910 22,010 △ 1,100 △ 5.0

4,371,151 4,249,012 122,139 2.9

令和８年度　市税（税目別）総括表

項 目 節 対　比

1

市

民

税

個　　人

現年課税分

滞納繰越分

小    　計

法　　人

現年課税分

滞納繰越分

小    　計

計

2

固
定
資
産
税

固定資産税

現年課税分

滞納繰越分

小    　計

国有資産等所在市町村交付金

計

3

軽
自
動
車
税

環境性能割

種別割

現年課税分

滞納繰越分

小    　計

計

市 た ば こ 税

入 湯 税

6

都
市
計
画
税

都市計画税
現年課税分

滞納繰越分

計

総    　    計

現年課税分

滞納繰越分

計

市民税

41.2%

固定資産税

46.1%

軽自動車税

3.1%

市たばこ税

4.4%

入湯税

0.1%

都市計画税

5.1%

≪税目別構成比≫
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１ 都市計画税

　　　　　　　　　年　度 令和８年度

　区　分 事業費（千円）

566,000 1,000
下水道事業会計における公共下
水道整備事業費

545,942 223,500
都市計画事業認定事業に係る地
方債償還金

1,111,942 224,500

565,000

　
546,942

　
うち、都市計画税予算額 224,500

　
1,111,942

２ 入湯税

目的税の充当状況

   都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業又は土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理
事業に要する費用に充てるためこれを課税するものです。本年度における都市計画事業等及びこれに充当する
都市計画税の状況は以下のとおりです。

都市計画税
充当額（千円）

内　　　　容

都
市
計
画
事
業
費
等

下 水 道 事 業 　 A

地 方 債 償 還 額　 B

合　計  （A+B）　 　　C

3,000

観光費　76,516千円
　（うち、一般財源74,324千円へ充当）
消防施設費　17,222千円
　（うち、一般財源12,523千円へ充当）

C
の
財
源
内
訳

地方債等の特定財源 　D

一   　般   　財　   源　  E

合　　計 ( D + E )

   入湯税は、鉱泉浴場所在の市町村の、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動
に必要な施設の整備並びに観光の振興(観光施設の整備を含む。)に要する費用に充てるため、鉱泉浴場におけ
る入湯に対し、入湯客にこれを課税するものです。

令和８年度入湯税予算額 充当先の主な事業及び予算額
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（単位：千円）

起債見込額（b） 元金償還見込額（c）

15,070,031 273,400 1,803,120 13,540,311

水 道 事 業 1,102,174 248,000 148,567 1,201,607

下 水 道 事 業 3,257,765 225,000 659,153 2,823,612

病 院 事 業 1,870,058 601,600 262,486 2,209,172

合　　　計　　（B) 6,229,997 1,074,600 1,070,206 6,234,391

21,300,028 1,348,000 2,873,326 19,774,702

公
営
企
業
会
計

総　　　計　　（A) + （B）

令和８年度末起債残高見込一覧表

区　　　　　　　分
令和７年度末

現在高見込額（a）

令和８年度中の異動 令和８年度末
現在高見込額
　(a)+(b)-(c)

一　　般　　会　　計　　（A)
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【一般会計】
（単位：千円）

市債 その他 一般財源

学校施設係

小　計 34,500 25,800 0 8,700

９．５．２．3
東部地区小学校給食センター建
設事業

17,000 12,700 4,300

≪学校教育施設等整備事業債
　滋野小学校普通教室棟防水改修事業　　充当率：75%　措置率：交付税措置なし
                                           （大規模改造事業に非該当の場合）
　東部地区小学校給食センター建設事業　充当率：75%　措置率：交付税措置なし≫

９．２．１．４
滋野小学校普通教室棟防水改修
事業

17,500 13,100 4,400 学校施設係

小　計 35,100 17,500 17,550 50

≪公営住宅建設事業債　充当率：100%　措置率：交付税措置なし≫

７．５．１．４ 公営住宅ストック総合改善事業 35,100 17,500

社会資本整備総
合交付金

50 住宅係
17,550

住宅係
2,000

小　計 206,209 98,500 96,200 11,509

７．５．２．２ 後退道路用地整備事業 4,000 1,800

社会資本整備総
合交付金

200

土木係
27,500

７．４．２．３ 公園施設長寿命化対策支援事業 44,000 19,800

社会資本整備総
合交付金

2,200 都市計画係
22,000

７．２．３．２ 道路メンテナンス補助金事業 50,000 20,200

道路メンテナンス
補助金

2,300

土木係
22,000

７．２．３．１．３
社会資本整備総合事業
（本海野田沢線交差点改良事業）

14,000 5,600

社会資本整備総
合交付金

700 土木係
7,700

７．２．３．１．２
社会資本整備総合事業
（県東深井線歩道設置事業）

40,000 16,200

社会資本整備総
合交付金

1,800

７．２．３．１．１
社会資本整備総合事業
（道路舗装等修繕事業）

30,000 13,500

社会資本整備総
合交付金

1,500 土木係
15,000

５．１．５．２．2 県営土地改良事業 24,209 21,400 2,809

≪公共事業等債　充当率：90%　措置率：20%≫

起債予定事業　(令和８年度）

科目
（款・項・目・事業）

起債事業名

予算額及び財源内訳

所　管　係起　債　対　象
事　業　費

財源内訳

耕地林務係

17



（単位：千円）

市債 その他 一般財源

科目
（款・項・目・事業）

起債事業名

予算額及び財源内訳

所　管　係起　債　対　象
事　業　費

財源内訳

409,729 273,400 113,750 22,579

70 耕地林務係

　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　　　計

５．１．５．３ 農業用施設修繕事業 4,870 4,800

小　計 3,500 3,500 0 0

≪災害援護資金貸付金（県から貸付される　災害弔慰金の支給等に関する法律による）≫

３．４．１．３ 災害援護資金貸付金 3,500 3,500 0
共生社会推
進係

小　計 117,420 117,300 0 120

土木係

７．３．１．２
道路防災事業
（排水路整備事業）

12,000 12,000 0 土木係

７．２．２．２．３
道路防災事業
（道路施設等修繕事業）

97,500 97,500 0

≪緊急自然災害防止対策事業債　充当率：100%　措置率：70%≫

５．１．５．２．１ 市単土地改良事業 3,050 3,000 50 耕地林務係

小　計 7,000 6,300 0 700

≪公共施設等適正管理推進事業債　充当率：90%　措置率：27～45%≫

６．１．７．５ 温泉施設長寿命化事業 7,000 6,300 700 観光係

消防施設係

小　計 6,000 4,500 0 1,500

８．１．３．１ 消火栓更新事業 6,000 4,500 1,500

≪防災対策事業債　充当率：75%　措置率：22.5%≫
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歳入予算

地方消費税交付金のうち社会保障財源分 429,000 千円（見込み）

歳出予算

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 3,289,159 千円

（単位：千円）

国県支出金 その他
うち社会保障
財源分交付金

障がい者福祉事業 746,759 551,654 0 195,105 52,396

高齢者福祉事業 59,675 658 11,466 47,551 12,770

児童福祉事業 1,272,537 599,929 11,846 660,762 177,448

母子父子福祉事業 4,610 1,395 0 3,215 863

生活保護扶助事業 281,533 229,690 0 51,843 13,923

小　　計 2,365,114 1,383,326 23,312 958,476 257,400

介護保険事業 470,749 14,964 0 455,785 122,401

国民健康保険事業 174,923 116,015 0 58,908 15,820

後期高齢者医療事業 109,878 79,011 0 30,867 8,289

福祉年金事業 555 0 0 555 149

小　　計 756,105 209,990 0 546,115 146,659

母子衛生事業 1,000 0 0 1,000 269

児童等医療事業 166,940 75,068 0 91,872 24,672

小　　計 167,940 75,068 0 92,872 24,941

3,289,159 1,668,384 23,312 1,597,463 429,000

※扶助費及び特別会計繰出金を集計

地方消費税交付金を充てる社会保障施策に要する経費

　地方消費税率引上げに伴う引上げ分（平成26年４月１日引上げ分1.0%→1.7%、令和元年10月１日引

上げ分1.7%→2.2%）の地方消費税収は、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。

　令和８年度の地方消費税交付金（当初予算780,000千円）のうち、社会保障財源分（429,000千円見

込み）は、次のとおり社会保障施策に要する経費の一般財源に対して充てられています。

財源内訳

特定財源

合　　　計

事　　業　　名 経　費
一般財源

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生
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主要事業説明資料 

(1) 衛生費 

予防接種事業について 

○令和８年４月１日から定期接種化 

Ⅰ ＲＳウイルスワクチン （Ａ類疾病：主に集団予防、重篤な疾患の予防に重点を置いたもの） 

１ 内 容 (1)新しく定期接種の対象とする。妊婦への接種により新生児及び乳児におけるＲＳ

ウイルスを原因とする肺炎等の下気道疾患を予防する。 

(2)対象者：妊娠 28～37 週に至るまでの者（令和８年度 接種見込 145 人） 

２ 費 用 (1)国が示す定期接種に関する標準的な接種費用  30,090 円(1 回当り・税込)  

(2)自己負担額：なし  

３ 財 源 接種費用の概ね９割地方交付税措置 

 

Ⅱ 高齢者に対する肺炎球菌ワクチン （Ｂ類疾病：主に個人予防に重点を置いたもの） 
１ 内 容 (1)使用するワクチンを沈降 20価肺炎球菌結合型ワクチンとする。現在使用の沈降

23価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチンと比べ免疫力をつける力がより高い。 

(2) 対象者：65 歳以上の者。 

２ 費 用 (1)国が示す定期接種に関する標準的な接種費用  11,720 円(1 回当り・税込)  

(2)自己負担額：接種費用の概ね３割  

３ 財 源 接種費用の概ね３割地方交付税措置 

 

 

○令和８年 10 月１日から定期接種化 

Ⅲ 高用量インフルエンザワクチン （Ｂ類疾病：主に個人予防に重点を置いたもの） 
１ 内 容 (1) 現行のインフルエンザワクチンの他に、高用量インフルエンザワクチンを定期接

種の対象とする。高用量インフルエンザワクチンは、75 歳以上においてより高い

有効性と優れた費用対効果が認められる。 

(2) 対象者：75 歳以上の者。現行のワクチンとどちらかを選択し接種する。 

     （65 歳～74 歳の者は、現行のワクチンを接種する） 

２ 費 用 (1)国が示す定期接種に関する標準的な接種費用  9,520 円(1 回当り・税込)  

(2)自己負担額：接種費用の概ね３割  

３ 財 源 接種費用の概ね３割地方交付税措置 

 

保健地域医療係 

（予算書 P174～175） 

きょうまく 
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　主要事業説明資料

　(2) 農林水産業費

東御市役所

至 小諸

至 上田

田中駅

東部湯の丸IC

北御牧支所

滋野駅

令和８年度 農林事業予定位置図

★ 防災重点農業用ため池耐震評価委託（２池）

上平池

（御牧原南部）

忠雄池

（御牧原北部）

白水揚水機場適正化

事業賦課負担金

耕地林務係

予算書（P208～209）
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　主要事業説明資料

　(3) 土木費

東御市役所

至 小諸

至 上田

田中駅

東部湯の丸IC

北御牧庁舎

滋野駅

令和８年度 土木事業予定位置図

社会資本整備総合交付金事業

県東深井線歩道設置事業（用地・補償）

道路メンテナンス補助金事業
（橋梁定期点検）

社会資本整備総合交付金事業

道路舗装等修繕事業（工事）

道路メンテナンス補助金事業
（橋梁修繕工事）

社会資本整備総合交付金事業

本海野田沢線交差点改良事業（測量設計）

土木係

予算書（P236～237）
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６
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